共 同 研 究 契 約 書（ひな形②：品種）

　愛知県（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）は、次の条項により共同研究の実施及び成果の取扱いに関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（共同研究）
第１条　甲及び乙は、次の研究（以下「本共同研究」という。）を共同で実施する。
（１）研究課題　
（２）研究目的　
（３）研究内容　①  
　　　　　　　　②　
　　　　　　　　③　

（実施期間）
第２条　本共同研究の実施期間は、契約締結日（遡及する場合は、「本契約の締結日にかかわらず、○○年○○月○○日」と記載する）から○○年○○月○○日までとする。

（共同研究の分担及び管理）
第３条　甲及び乙は、それぞれ別表のとおり研究を分担する。
２　甲及び乙は、それぞれ分担した研究についての管理を行うものとする。

（費用の分担）
第４条　甲及び乙は、それぞれ分担した研究に要する費用を負担する。ただし、甲及び乙が合意した場合、甲は本共同研究に要する経費を乙から受け入れることができるものとする。
２　前項のただし書きの場合、甲及び乙は経費の取扱いを定め、年度ごとに別に契約を締結するものとする。

（研究用設備及び資材の利用）
第５条　本共同研究に必要な設備及び資材（以下「設備等」という。）については、相手方の了承を得た上で、甲及び乙が所有する設備等を相互に無償で利用できるものとする。ただし、故意又は重大な過失により亡失又は毀損したときは賠償しなければならない。
２　甲は、本共同研究に必要な設備等として、乙が所有する設備等を無償で甲の管理する研究室へ受け入れ、これを使用させることができる。この場合において、当該設備等の搬入、据付、撤去及び搬出に要する費用は乙が負担する。

（研究試料の取扱い）
第６条　本共同研究を実施するに当たり、甲及び乙は、それぞれが育成した系統を相互に研究試料として無償で提供することができるものとする。
２　前項により提供された研究試料及び当該研究試料の派生物（以下「当該研究試料等」という。）の所有権は甲及び乙が有するものとする。
３　甲及び乙は、当該研究試料等を適切に管理し、第１条（２）に定める研究目的のみに使用するものとし、これ以外に複製又は増殖等を行ってはならない。また、当該研究試料等を甲及び乙以外に使用させてはならない。
４　甲及び乙は、当該研究試料等が不要になったとき、又は第２条により研究が完了したとき、又は第７条により研究が中止されたときは、甲及び乙の指定する方法で返却又は廃棄するものとする。

（共同研究の変更又は中止及び損害賠償）
第７条　甲又は乙は、本共同研究の内容を変更し、又は全部若しくは一部を中止する場合は、必ず甲乙協議の上、これを決定するものとする。
２　前項の協議の結果、甲又は乙は、天災その他やむを得ない事由により本共同研究の継続が困難となったときは、本共同研究を変更又は中止することができるものとし、その場合においては、甲又は乙は、相手方が受けた一切の損害について、賠償する責を負わないものとする。
３　本共同研究が中止となった場合、それまでに得られた技術上の成果について、その処分方法及びその他取扱いを甲及び乙で協議する。また、前条の規定により設備等を利用していた場合、受け入れた当事者は、当該設備等を所有する当事者の指示に従い、当該当事者に速やかに返還又は適切な方法により廃棄しなければならない。その際の経費の負担は甲及び乙で協議の上、決定するものとする。
４　甲及び乙は、本共同研究の内容の変更又は中止に合意した場合は、覚書を交わすものとする。

（進捗状況等の確認）
第８条　甲及び乙は、本契約の有効期間中、定期的に会合を開き、本共同研究の進捗状況や問題点及び研究成果について協議する。

（情報交換）
第９条　甲及び乙は、本共同研究の実施に必要と自己が判断した情報及び資料を相互に無償で提供又は開示するものとする。ただし、甲及び乙以外の者との契約により秘密保持義務を負っているものについては、この限りではない。
２　前項において提供又は開示された情報及び資料は、相手方から要請があった場合は、本共同研究終了後又は本共同研究中止後に相手方に返還するものとする。

（秘密保持）
第10条　甲及び乙は、本共同研究を実施するに当たり知り得た業務上の情報、資料及び技術情報等のうち秘密である旨を明示して開示された情報（以下「本秘密情報」という。）を相手方の事前の書面による同意を得ることなく、これを第三者に開示、提供又は漏洩してはならず、また、本契約以外の目的に使用してはならない。また、本秘密情報を口頭その他有形媒体によらない方法で開示する場合は、開示時に秘密である旨を明示し、かつ、開示後30日以内にその内容及び秘密情報である旨を記載した書面を相手方に交付するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、本秘密情報に該当しないものとする。
（１）開示を受けた時、既に公知であったもの。
（２）開示を受けた時、既に自ら所有していたことを立証できるもの。
（３）開示を受けた時、甲及び乙のいずれの責任によらないで公知となったもの。
（４）開示を受けた後、正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わず入手したことを立証できるもの。
（５）自らが本秘密情報によらず独自に創出又は開発したもの。
２　前項の規定は、本共同本共同研究終了後３年間有効に存続する。ただし、甲及び乙が協議の上、この期間を延長し、又は短縮することができる。この場合において、甲及び乙は覚書を交わすものとする。

（ノウハウの指定）
第11条　甲及び乙は、研究成果のうちノウハウに該当するものが発生した場合には、速やかに甲乙で協議を行い、書面で指定し、これを秘密として保持するものとする。
２　ノウハウの指定に当たっては、秘匿すべき期間、及びノウハウに関する権利の持分を明示するものとする。
３　前項の秘匿すべき期間は、甲乙で協議を行い、決定するものとし、原則として、本共同研究終了後３年間とする。ただし、指定後において必要があるときは、甲乙で協議を行い、秘匿すべき期間を延長し、又は短縮することができるものとする。

（研究成果）
第12条　本契約において「研究成果」とは、本共同研究の過程又は結果において得られた発明、考案、意匠、著作物、品種、ノウハウ、研究データ、研究試料その他の一切の成果をいう。

（品種登録の単独出願）
第13条　甲又は乙は、それぞれ、甲に属する研究員又は乙が、本共同研究の結果、独自に品種の育成を行い、当該品種に係る品種登録の出願を単独で行おうとするときは、あらかじめ相手方の書面による承認を得なければならない。

（品種登録の共同出願）
第14条　甲及び乙は、甲に属する研究員及び乙が本共同研究の結果、共同して品種を育成し、品種登録の出願を行おうとするときは、当該品種に係るそれぞれの持分その他の必要事項を定めた共同出願契約を締結し、共同して当該出願を行うものとする。ただし、甲及び乙が相手方から品種登録を受ける権利のすべてを承継した場合は、この限りではない。
２　前項に定めるそれぞれの持分は、甲に属する研究員及び乙の貢献度を踏まえて決定する。ただし、この場合において金銭的な貢献は含めないものとする。
（通常利用権の許諾の協議）
第15条　甲及び乙は、前条の規定により品種登録の出願を行い、共同して品種登録を受けている品種（以下「共同登録品種」という。）について、種苗法第26条に規定する通常利用権を許諾しようとするときは、あらかじめ相手方と協議するものとする。

（登録料等）
第16条　乙は、共同登録品種に関する出願料及び登録料（以下「登録料等」という。）のうち甲及び乙の持分にかかる一切の費用を負担するものとする。
２　甲は、乙が前項に定める登録料等を負担しないときは、乙が当該品種に係る乙の持分を放棄したとものとみなすことができる。

（許諾の対価）
第17条　乙は、共同登録品種について、育成者権を行使しようとするときは、甲に対し、別に協議して定める割合に応じた額に相当する対価を支払わなければならない。
２　共同登録品種について、乙の指定する者又は第三者から徴収する許諾の対価は、当該品種登録に係る持分に応じ当該登録品種に係る品種登録者に帰属するものとする。
３　許諾の対価は、愛知県水産業の振興を図ることを考慮して甲及び乙で協議の上決定する。

（研究成果品の帰属）
第18条　第２条に定める本共同研究の実施期間（以下「研究実施期間」という。）中において育成された品種は甲と乙がそれぞれ所有し、各自が使用できるものとする。また、甲又は乙が、研究実施期間終了後５年以内に、成果物から新たに品種を育成した場合には甲及び乙の共有とし、その新品種の扱いについては、第12条から前条までの規定を準用する。

（研究成果の公表等）
第19条　甲又は乙は、本共同研究実施期間中及び終了後において、研究成果を乙又は甲以外の者に知らせようとするときは、あらかじめ、相手方に公表等の内容を通知の上、同意を得るものとする。
２　甲は、前項の規定にかかわらず、研究成果の公表が公的機関としての業務上必要であると判断したときは、乙にあらかじめ通告をした後、公表できるものとする。ただし、乙から、当該公表により自己の利益を損なうことを申し立てられたときは、甲乙協議の上、公表の時期、内容について、当該公表前に合意しなければならない。
３　本条第１項及び第２項の通知又は通告が必要な期間は、本共同研究の終了後３年間とする。

（暴力団等排除に係る解除）
第20条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。
（１）　法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者その他経営又は運営に実質的に関与している者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等その他経営又は運営に実質的に関与している者、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者その他経営又は運営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められるとき。
（２）　法人等の役員等又は使用人が、暴力団員若しくは暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）若しくは暴力団の威力又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると認められるとき。
（３）　法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
（４）　法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
（５）　法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。
２　甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲の損害の賠償を乙に請求することができる。
３　甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その責任を負わないものとする。

（契約の有効期間）
第21条　本契約の有効期間は、第２条に定める本共同研究の実施期間と同じとする。
２　前項の規定にかかわらず、第10条から第11条の規定及び第20条の規定は当該条項に定める期間中有効とし、第13条から第18条までの規定は、当該条項に定める知的財産権の権利存続期間中有効とする。

（協議）
第22条　本契約に定めるもののほか、本共同研究の実施及び知的財産権等に関して必要な事項は、甲及び乙で協議の上、定めるものとする。

本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管するものとする。


　　　　　　年　　月　　日  

甲　愛知県蒲郡市三谷町若宮９７
　　　　　　　　　愛知県
　　　　　　　　　代表者　水産試験場長　○○○○　　印

乙　（住所）
            （法人名等）
            （代表者職名）　　　　　　　○○○○　　印
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